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諮問庁：農林水産大臣 

諮問日：平成２９年１１月１０日（平成２９年（行情）諮問第４３４号及び同

第４３５号） 

答申日：平成３１年２月１９日（平成３０年度（行情）答申第４１４号及び同

第４１５号） 

事件名：特定有機登録認定機関に対する独立行政法人農林水産消費安全技術セ

ンターによる調査に関する文書の一部開示決定に関する件 

特定有機登録認定機関が提出した登録認定機関登録の更新申請書等

の一部開示決定に関する件 

 

 

答 申 書 

 

第１ 審査会の結論 

  別紙１の３に掲げる文書１ないし文書８（以下，併せて「本件対象文

書」という。）の一部を不開示とし，別紙１の４に掲げる文書を保有して

いないとして不開示とした各決定については，文書３及び文書８につき，

その一部を不開示としたことは結論において妥当であり，別紙１の４に掲

げる文書を保有していないとして不開示としたことは妥当であるが，諮問

庁がなお不開示とすべきとする部分のうち，別紙４に掲げる部分を開示す

べきである。 

第２ 審査請求人の主張の要旨 

１ 審査請求の趣旨 

行政機関の保有する情報の公開に関する法律（以下「法」という。）３

条の規定に基づく各開示請求に対し，平成２９年５月１６日付け２９食産

第３４８号及び同第３４９号により農林水産大臣（以下「農林水産大臣」，

「処分庁」又は「諮問庁」という。）が行った各一部開示決定（以下，順

に「原処分１」及び「原処分２」といい，併せて「原処分」という。）に

ついて，その取消しを求める。 

２ 審査請求の理由 

審査請求の理由は，各審査請求書の記載によると，次のとおりである

（なお，各意見書の内容は省略する。）。 

（１）農林水産省の担当官は「決定通知書に全てが書いてある」というが，

自らの業務について説明しない態度には問題がある。まず，説明を果た

すべきなのは自らである。また，農林水産省行政文書開示決定等審査基

準というものは同省ウェブサイトに公開されているが，決定通知書には，

そのことについては触れられていない。同審査基準が，仮に当該決定に

おける過程において運用されているのであれば，この基準内にはいくつ
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かの具体的な基準が説明してあり，機密ではないことについては，常識

的な範囲で，理解ができる程度に説明すべきである。 

（２）農林水産省は「決定通知書に全てが書いてある」と主張しているが，

開示決定の中の不開示決定については，ある部分については必要な理由

の提示もなく，検討の基準に沿ったものであるのかも判断できない。よ

って，不当な決定及び理由である。 

第３ 諮問庁の説明の要旨 

 １ 理由説明書 

（１）原処分における開示決定の状況 

 ア 原処分１について（諮問第４３４号） 

開示請求のあった行政文書は，別紙１の１に掲げる請求文書１であ 

る。 

これに該当するものとして，文書１ないし文書３を特定した上で，

以下（ア）ないし（ウ）の不開示部分を除き，開示した。 

   （ア）登録認定機関の定期的調査の結果について 

Ａ 登録認定機関等事業所調査表に記載されている「対応者役職氏

名」及び「調査員（センター）」については，当該調査に対応し

た特定法人の対応者の役職，氏名及び当該調査を実施した独立行

政法人農林水産消費安全技術センター（以下「消費安全技術セン

ター」という。）の職員の氏名が記載されており，これらは法５

条１号本文前段に規定する個人に関する情報であって，特定の個

人を識別できるものであり，同号ただし書イに該当せず，また同

号ただし書ロ及びハのいずれにも該当しないため，これらを不開

示とした。 

Ｂ 登録認定機関等事業所調査表に記載されている「調査事項」，

「適・不適」，「是正事項（要求内容・処置内容・判断）」及び

「調査チーム所見」については，認定事業者に対して特定法人が

行った処置等の内容及びこれらの処置が登録基準に適合している

か否かの消費安全技術センターの評価結果並びに登録基準に対す

る不適合事項があった場合は，その内容，不適合事項に関する是

正要求の内容，是正処置の内容及びそれに対する消費安全技術セ

ンターの評価結果が記載されている。 

これらを公にすることにより，特定法人が不適切な業務を行っ

ているのではないかとの憶測を呼び，特定法人の信用低下を招

き，その事業活動に不利益を与え，競争上の地位その他正当な

利益を害するおそれがあり，法５条２号イの規定に該当するこ

とから，当該部分を不開示とした。 

また，上記各部分には，消費安全技術センターが登録認定機関
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に対して行う調査の手法及び判断基準又はそれを類推すること

ができる内容が記載されており，当該部分を公にすることによ

り，消費安全技術センターが行う調査に当たり，被調査者であ

る登録認定機関が不適合を隠ぺいしたり，隠ぺいしないまでも

その発見を困難にしたりする可能性があり，独立行政法人たる

消費安全技術センターが行う監査又は検査事務に関し，正確な

事実の把握を困難にし，適正な制度運営に影響を与えるおそれ

があり，法５条６号イに該当することから，当該部分を不開示

とした。 

（イ）調査報告書 

        Ａ 登録認定機関等技術上の調査表に記載されている「対応者役職

氏名」及び「調査員（センター）」については，当該調査に対応

した特定法人の対応者の役職，氏名及び当該調査を実施した消費

安全技術センターの職員の氏名が記載されており，当該部分は法

５条１号本文前段に規定する個人に関する情報であって，特定の

個人を識別できるものであり，同号ただし書イに該当せず，また

同号ただし書ロ及びハのいずれにも該当しないため不開示とした。 

Ｂ 登録認定機関等技術上の調査表に記載されている「調査事項及

び申請概要」，「適・不適」，「是正事項（要求内容・処置内

容・判断）」及び「調査チーム所見」については，平成２５年度

に特定法人に対して実施した定期的調査結果に加えて，特定法人

の体制が登録基準に適合しているか否かの消費安全技術センター

の評価結果並びに登録基準に対する不適合事項があった場合はそ

の内容，不適合事項に関する是正要求の内容，是正処置の内容及

びそれに対する消費安全技術センターの評価が記載されている。 

これらを公にすることにより，特定法人が不適切な業務を行っ

ているのではないかとの憶測を呼び，特定法人の信用低下を招

き，その事業活動に不利益を与え，競争上の地位その他正当な

利益を害するおそれがあり，法５条２号イの規定に該当するこ

とから，当該部分を不開示とした。 

また，上記各部分には，消費安全技術センターが登録認定機関

に対して行う調査の手法及び判断基準又はそれを類推すること

ができる内容が記載されており，当該部分を公にすることによ

り，消費安全技術センターが行う調査に当たり，被調査者であ

る登録認定機関が不適合を隠ぺいしたり，隠ぺいしないまでも

その発見を困難にしたりする可能性があり，独立行政法人たる

消費安全技術センターが行う監査又は検査事務に関し，正確な

事実の把握を困難にし，適正な制度運営に影響を与えるおそれ
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があり，法５条６号イに該当することから，当該部分を不開示

とした。 

Ｃ 審査員等の一覧表に記載されている「氏名」については，特定

法人の審査員及び判定員の氏名が記載されており，当該部分は，

法５条１号本文前段に規定する個人に関する情報であって，特定

の個人を識別できるものであり，同号ただし書イに該当せず，ま

た同号ただし書ロ及びハのいずれにも該当しないため不開示とし

た。 

（ウ）登録認定機関の臨時事業所調査の結果について 

Ａ 登録認定機関等臨時事業所調査表に記載されている「対応者役

職氏名」及び「調査員（センター）」については，特定法人の対

応者の役職氏名及び当該調査を実施した消費安全技術センターの

職員の氏名が記載されており，当該部分は，法５条１号本文前段

に規定する個人に関する情報であって，特定の個人を識別できる

ものであり，同号ただし書イに該当せず，また同号ただし書ロ及

びハのいずれにも該当しないため不開示とした。 

Ｂ 臨時事業所調査の目的及び範囲のうち範囲及び登録認定機関等

臨時事業所調査表に記載されている「臨時事業所調査に至った経

緯及び調査目的」，「調査事項」，「適・不適」，「是正事項

（要求内容・処置内容・判断）」及び「調査チーム所見」につい

ては，認定事業者に対して特定法人が行った処置等の内容及びこ

れらの処置が登録基準に適合しているか否かの消費安全技術セン

ターの評価結果並びに登録基準に対する不適合事項があった場合

は，その内容，不適合事項に関する是正要求の内容，是正処置の

内容及びそれに対する消費安全技術センターの評価結果が記載さ

れている。 

これらを公にすることにより，特定法人が不適切な業務を行っ

ているのではないかとの憶測を呼び，特定法人の信用低下を招

き，その事業活動に不利益を与え，競争上の地位その他正当な

利益を害するおそれがあり，法５条２号イに該当することから，

当該部分を不開示とした。 

また，上記各部分には，消費安全技術センターが登録認定機関

に対して行う調査の手法及び判断基準又はそれを類推すること

ができる内容が記載されており，当該部分を公にすることによ

り，消費安全技術センターが行う調査に当たり，被調査者であ

る登録認定機関が不適合を隠ぺいしたり，隠ぺいしないまでも

その発見を困難にしたりする可能性があり，独立行政法人たる

消費安全技術センターが行う監査又は検査事務に関し，正確な
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事実の把握を困難にし，適正な制度運営に影響を与えるおそれ

があり，法５条６号イに該当することから，当該部分を不開示

とした。 

イ 原処分２について（諮問第４３５号） 

     開示請求のあった行政文書は，別紙１の１に掲げる請求文書２（以

下，請求文書１と併せて「本件請求文書」という。）である。 

     これに該当するものとして，文書４ないし文書８を特定した上で，

以下（ア）ないし（エ）の不開示部分を除き，開示した。 

（ア）開示する行政文書に押印された特定法人の印影については，公に

することにより偽造，悪用されるなど，当該法人の権利，競争上の

地位その他正当な利益を害するおそれがあり，法５条２号イに該当

することから，当該部分を不開示とした。 

（イ）「登録認定機関登録の更新申請書」及び「登録認定機関の登録の

更新申請書の添付書類の記載事項の変更届出書」に記載された個人

事業者名，特定法人の役員（特定法人のウェブサイトにおいて公に

されている者を除く。），審査員，判定員，学識経験者等及び事務

局員の氏名・略歴及び履歴書の個人の印影，写真及び記載事項（一

部の本人希望記入欄，免許・資格，志望の動機，配偶者及び配偶者

の扶養の義務部分を除く。）並びに特定法人の役員（特定法人のウ

ェブサイトにおいて公にされている者に限る。）の履歴書の記載事

項で氏名以外の部分については，法５条１号本文前段に規定する個

人に関する情報であって，特定の個人を識別できるものであり，同

号ただし書イに該当せず，また同号ただし書ロ及びハのいずれにも

該当しないため不開示とした。 

（ウ）「認定の取消し報告書」に記載された，当該取消しに係る認定事

業者の氏名，住所，認定番号，ほ場の所在地及び理由（取消し）の

詳細については，法５条１号本文前段に規定する個人に関する情報

であって，特定の個人を識別できるものであり，同号ただし書イに

該当せず，また同号ただし書ロ及びハのいずれにも該当しないため

不開示とした。また，上記部分は公にすることにより，当該認定事

業者の信用低下を招き，その事業活動に不利益を与え，競争上の地

位その他正当な利益を害するおそれがあり，法５条２号イに該当す

ることから，不開示とした。 

（エ）開示請求のあった行政文書のうち，認定報告書について，取得し

た事実もなく，保有していないので不開示とした。 

（２）原処分を維持する理由（諮問第４３４号及び同第４３５号） 

ア 上記（１）に記載のとおり，本件対象文書の一部は，法５条の不開

示情報に該当する。 
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イ また，審査請求人は，各審査請求書において，「説明義務を果たす

べきである」（上記第２の２（１））及び「開示決定の中の不開示に

ついては，ある部分については，必要な理由の提示もなく，検討の基

準に沿ったものであるのかも判断できない」（上記第２の２（２））

旨主張している。 

行政文書の全部又は一部を開示しない旨の決定通知書に付記すべき

理由については，開示請求者において，不開示とされた箇所が法５

条各号の不開示情報のいずれかに該当するのかその根拠とともに了

知し得るものでなければならず，当該行政文書及び不開示箇所を特

定できる記載がなければ，その種類，性質等が分からず，通常，求

められる理由の提示として十分とはいえないとされている（平成２

９年度（独情）答申第１５号及び平成２８年度（行情）答申第７５

１号）。 

処分庁は，原処分において，上記（１）に記載のとおり，行政文書

及び不開示箇所を特定するとともに，当該箇所が法５条各号の不開

示情報のいずれかに該当するかを理由とともに示していることから，

本件対象文書の一部を開示しない旨の決定通知書に付記した理由に

ついては，開示請求者において，不開示とされた箇所が同条各号の

不開示情報のいずれかに該当するのかその根拠とともに了知し得る

ものに該当する。 

ウ なお，審査請求人は，上記第２の２（１）において「農林水産省の

担当官は「決定通知書に全てが書いてある」というが，自らの業務に

ついて説明しない態度には問題がある。」と主張するが，処分庁は原

処分から本件審査請求を受けるまでの間，数回の電話による審査請求

人からの原処分に関する質問等に適切に対応している。 

エ 以上の理由から，原処分については，維持することが適当である。 

２ 補充理由説明書 

（１）原処分１について（諮問第４３４号） 

  ア 登録認定機関の定期的調査の結果について（文書１） 

  （ア）開示することが相当とする部分について 

     「登録認定機関等事業所調査表」の「対応者役職氏名」欄には，

当該調査を受けた特定法人の対応者の役職，氏名，当該役職におけ

る職務の状況及び当該対応者が調査のどの場面に対応したのかが分

かる情報が記載されている。 

     理由説明書では，当該情報について「法５条１号本文前段に規定

する個人に関する情報であって，特定の個人を識別できるものであ

り，同号ただし書イに該当せず，また同号ただし書ロ及びハのいず

れにも該当しないため，これらを不開示」としたが，再度検討した
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結果，当該役職における職務の状況及び当該対応者が調査のどの場

面に対応したのかが分かる情報については，法５条各号の不開示情

報ではないことから，当該部分（別紙３の番号１及び２）を新たに

開示する。  

  （イ）不開示とした部分に係る適用条項の追加について 

    Ａ 「登録認定機関等事業所調査表」の「対応者役職氏名」欄には，

当該調査を受けた特定法人の対応者の役職，氏名，当該役職にお

ける職務の状況及び当該対応者が調査のどの場面に対応したのか

が分かる情報が記載されている。 

      理由説明書では，当該情報について「法５条１号本文前段に規

定する個人に関する情報であって，特定の個人を識別できるもの

であり，同号ただし書イに該当せず，また同号ただし書ロ及びハ

のいずれにも該当しないため，これらを不開示」としたが，再度

検討した結果，当該情報のうち法令の規定により公にすることが

予定されている情報及び慣行として公にされている情報が含まれ

ているものの，どの対応者がどの調査に対応したかを公にするこ

とにより，特定法人の認定業務の適合性に疑いを持つ者が当該調

査に適切に対応していたかどうかを当該対応者に対して執拗に確

認するおそれがあることから，法５条２号イに該当する情報とし

て不開示理由を追加する。 

    Ｂ 「登録認定機関等事業所調査表」の「調査員（センター）」欄

には，当該調査を実施した消費安全技術センター職員の氏名が記

載されている。 

      理由説明書では，当該情報について「法５条１号本文前段に規

定する個人に関する情報であって，特定の個人を識別できるもの

であり，同号ただし書イに該当せず，また同号ただし書ロ及びハ

のいずれにも該当しないため，これらを不開示」としたが，再度

検討した結果，当該情報のうち慣行として公にされている情報が

含まれているものの，どの職員がどの調査を担当したかを公にす

ることにより，消費安全技術センターの調査業務の適切性に疑い

を持つ者が当該調査を適切に実施していたかどうかを当該職員に

対して執拗に確認するおそれがあることから，法５条６号柱書き

に該当する情報として不開示理由を追加する。 

  （ウ）「サンプリング状況」欄について 

     「登録認定機関等事業所調査表」の「サンプリング状況」欄には，

特定法人が認定に関する業務を適切に行っていることを確認するた

めに抽出調査を行った対象の認定事業者名，それぞれの認定事業者

名の後ろに当該調査の時点で新規に認定を受けた認定事業者である
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ことを示す情報，新規認定後に改めて登録認定機関から調査された

認定事業者であることを示す情報，前回の調査から当該調査までの

間に消費安全技術センターが立ち会った上で特定法人が調査を行っ

た認定事業者であることを示す情報，前回の調査から当該調査まで

の間に登録認定機関が臨時に調査を行った認定事業者であることを

示す情報及び前回の調査から当該調査までの間に廃止した認定事業

者であることを示す情報を記載することとなっている。 

     理由説明書では，当該情報について「調査事項」欄に含む情報と

していたが，再度検討した結果，当該情報は「調査事項」欄とは別

の情報であることから，不開示理由について次のとおり説明する。 

     当該部分を公にすることにより，抽出調査をした認定事業者が取

り扱う有機農産物等が不適切な方法で取り扱われているのではない

かとの憶測を呼び，当該認定事業者の信用低下を招き，その事業活

動に不利益を与え，競争上の地位その他正当な利益を害するおそれ

があることから，法５条２号イに該当する情報として不開示とした。 

     また，消費安全技術センターが調査を行うに当たり，被調査者で

ある登録認定機関が不適合な隠ぺいをしたり，隠ぺいしないまでも

その発見を困難にしたりする可能性があり，独立行政法人たる消費

安全技術センターが行う監査又は検査事務に関し，正確な事実の把

握を困難にし，適正な制度運営に影響を与えるおそれがあることか

ら，法５条６号イに該当する情報として不開示とした。 

  イ 調査報告書（文書２） 

   不開示とした部分に係る適用条項の追加について 

    「登録認定機関等技術上の調査表」の「調査員（センター）」欄に

は，当該調査を実施した消費安全技術センター職員の氏名が記載され

ている。 

    理由説明書では，当該情報について「法５条１号本文前段に規定す

る個人に関する情報であって，特定の個人を識別できるものであり，

同号ただし書イに該当せず，また同号ただし書ロ及びハのいずれにも

該当しないため不開示」としたが，再度検討した結果，当該情報は慣

行として公にされている情報であるものの，どの職員がどの調査を担

当したかを公にすることにより，消費安全技術センターの調査業務の

適切性に疑いを持つ者が当該調査を適切に実施していたかどうかを当

該職員に対して執拗に確認するおそれがあることから，法５条６号柱

書きに該当する情報として不開示とした。 

  ウ 登録認定機関の臨時事業所調査の結果について（文書３） 

  （ア）開示することが相当とする部分について 

     「登録認定機関等臨時事業所調査表」の「対応者役職氏名」欄に
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は，当該調査を受けた特定法人の対応者の役職，氏名及び当該対応

者が調査のどの場面に対応したのかが分かる情報が記載されている。 

     理由説明書では，当該情報について「法５条１号本文前段に規定

する個人に関する情報であって，特定の個人を識別できるものであ

り，同号ただし書イに該当せず，また同号ただし書ロ及びハのいず

れにも該当しないため不開示」としたが，再度検討した結果，調査

のどの場面に対応したのかが分かる情報については，法５条各号の

不開示情報ではないことから，当該部分を新たに開示する。 

  （イ）不開示とした部分に係る適用条項の追加について 

    Ａ 「登録認定機関等臨時事業所調査表」の「対応者役職氏名」欄

には，当該調査を受けた特定法人の対応者の役職，氏名及び当該

対応者が調査のどの場面に対応したのかが分かる情報が記載され

ている。 

理由説明書では，当該情報について「法５条１号本文前段に規

定する個人に関する情報であって，特定の個人を識別できるも

のであり，同号ただし書イに該当せず，また同号ただし書ロ及

びハのいずにも該当しないため，これらを不開示」としたが，

再度検討した結果，当該情報のうち法令の規定により公にする

ことが予定されている情報及び慣行として公にされている情報

が含まれているものの，どの対応者がどの調査に対応したかを

公にすることにより，特定法人の認定業務の適合性に疑いを持

つ者が当該調査に適切に対応していたかどうかを当該対応者に

対して執拗に確認するおそれがあることから，法５条２号イに

該当する情報として不開示理由を追加する。 

Ｂ 「登録認定機関等臨時事業所調査表」の「調査員（センタ

ー）」欄には，当該調査を実施した消費安全技術センター職員の

氏名が記載されている。 

  理由説明書では，当該情報について「法５条１号本文前段に規

定する個人に関する情報であって，特定の個人を識別できるもの

であり，同号ただし書イに該当せず，また同号ただし書ロ及びハ

のいずれにも該当しないため不開示」としたが，再度検討した結

果，当該部分は慣行として公にされている情報であることから不

開示理由を次のとおり追加する。 

  当該部分については，どの職員がどの調査を担当したかを公に

することにより，消費安全技術センターの調査業務の適切性に疑

いを持つ者が当該調査を適切に実施していたかどうかを当該職員

に対して執拗に確認するおそれがあることから，法５条６号柱書

きに該当する情報として不開示とした。 
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  （ウ）「サンプリング状況」欄について 

     「登録認定機関等臨時事業所調査表」の「サンプリング状況」欄

には，特定法人が認定に関する業務を適切に行っていることを確認

するために抽出調査を行った対象の認定事業者名，それぞれの認定

事業者名の後ろに当該調査の時点で新規に認定を受けた認定事業者

であることを示す情報，新規認定後に改めて登録認定機関から調査

された認定事業者であることを示す情報，前回の調査から当該調査

までの間に消費安全技術センターが立ち会った上で特定法人が調査

を行った認定事業者であることを示す情報，前回の調査から当該調

査までの間に登録認定機関が臨時に調査を行った認定事業者である

ことを示す情報及び前回の調査から当該調査までの間に廃止した認

定事業者であることを示す情報を記載することとなっている。 

理由説明書では，当該情報について「調査事項」欄に含む情報と

していたが，再度検討した結果，当該情報は「調査事項」欄とは別

の情報であると判断したことから不開示理由について次のとおり説

明する。 

     当該部分を公にすることにより，抽出調査をした認定事業者が取

り扱う有機農産物等が不適切な方法で取り扱われているのではない

かとの憶測を呼び，当該認定事業者の信用低下を招き，その事業活

動に不利益を与え，競争上の地位その他正当な利益を害するおそれ

があることから，法５条２号イに該当する情報として不開示とした。 

     また，消費安全技術センターが行う調査に当たり，被調査者であ

る登録認定機関が不適合を隠ぺいをしたり，隠ぺいしないまでもそ

の発見を困難にしたりする可能性があり，独立行政法人たる消費安

全技術センターが行う監査又は検査事務に関し，正確な事実の把握

を困難にし，適正な制度運営に影響を与えるおそれがあることから，

法５条６号イに該当する情報として不開示とした。 

（２）原処分２について（諮問第４３５号） 

  ア 登録認定機関登録の更新申請書（文書４） 

  （ア）開示することが相当とする部分について 

     「審査員・判定員・事務局員 任命にあたっての記録」の「事業

者名：」右側記載事項には，特定法人が認定事項を確認した認定事

業者名が記載されている。 

     理由説明書では，当該情報のうち，個人の氏名が記載されている

情報について，「個人事業者名」に含む情報として，「法５条１号

本文前段に規定する個人に関する情報であって，特定の個人を識別

できるものであり，同号ただし書イに該当せず，また同号ただし書

ロ及びハのいずれにも該当しないため不開示」としたが，再度検討
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した結果，当該情報は法令の規定により公にされている情報である

ことから，当該部分（別紙３の番号３）を新たに開示する。 

  （イ）法５条１号該当性について 

Ａ 「受付票 及び 審査業務委託書」の「受付担当者：」右側

記載事項には，書類を受け付けた事務局員の氏名が記載されて

いる。 

  理由説明書では，当該情報について「事務局員の氏名」に含

む情報としていたが，再度検討した結果，一部不開示とした文

書では当該情報が「事務局員の氏名」に含まれる情報かどうか

は不明であることから，不開示理由について次のとおり説明す

る。 

  当該情報については，法５条１号本文前段に規定する個人に

関する情報であって，特定の個人を識別できるものであり，同

号ただし書イに該当せず，また同号ただし書ロ及びハのいずれ

にも該当しないため不開示とした。 

Ｂ 「役員について」の「略歴」欄には，役員の略歴が記載され

ている。 

  理由説明書では，当該情報について「特定法人の役員（特定

法人のウェブサイトにおいて公にされている者に限る。）の履

歴書の記載事項で氏名以外の部分」に含む情報としていたが，

再度検討した結果，当該情報は履歴書の記載事項とは別の情報

であることから，不開示理由について次のとおり説明する。 

当該情報については，法５条１号本文前段に規定する個人に

関する情報であって，特定の個人を識別できるものであり，同

号ただし書イに該当せず，また同号ただし書ロ及びハのいずれ

にも該当しないため不開示とした。 

  イ 登録認定機関の登録の更新申請書の添付書類の記載事項の変更届出

書（文書５） 

  （ア）開示することが相当とする部分について 

    Ａ 「研修等の履歴」及び「審査員・判定員・事務局員 任命にあ

たっての記録」の「事業者名：」右側記載事項並びに「審査員・

判定員・事務局員 任命にあたっての記録」の「議事録作成：」

右側記載事項には，特定法人が認定事項を確認した認定事業者名

が記載されている。 

      理由説明書では，「議事録作成：」右側記載事項の情報のうち

個人の氏名が記載されている情報について，「個人事業者名」に

含む情報としたが，再度検討した結果，一部不開示とした文書で

は当該情報が「個人事業者名」に含まれる情報かどうかは不明で
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あると判断した。 

      理由説明書では，「議事録作成：」右側記載事項及び「事業者

名：」右側記載事項の不開示情報について，「法５条１号本文前

段に規定する個人に関する情報であって，特定の個人を識別でき

るものであり，同号ただし書イに該当せず，また同号ただし書ロ

及びハのいずれにも該当しないため不開示」としたが，再度検討

した結果，当該情報は法令の規定により公にされている情報であ

ることから，当該部分（別紙３の番号４及び７ないし９）を新た

に開示する。 

    Ｂ 役員の変更に係る「登録認定機関の登録の更新申請書の添付書

類の記載事項の変更届出書」の「氏名」欄には，役員の氏名が記

載されている。 

      理由説明書では，当該情報のうち，理事及び監事の氏名につい

て，「法５条１号本文前段に規定する個人に関する情報であって，

特定の個人を識別できるものであり，同号ただし書イに該当せず，

また同号ただし書ロ及びハのいずれにも該当しないため不開示」

としたが，再度検討した結果，当該情報は法令の規定により公に

することが予定されている情報及び慣行として公にされている情

報であることから，当該部分（別紙３の番号５，６及び１０ない

し１３）を新たに開示する。 

  （イ）不開示とした部分に係る適用条項の変更について 

     審査員等の変更に係る「登録認定機関の登録の更新申請書の添付

書類の記載事項の変更届出書」の「法律顧問」右側記載事項には，

特定法人の法律顧問であった弁護士の氏名が記載されている。 

     理由説明書では，当該情報について「審査員，判定員，学識経験

者等及び事務局員の氏名」に含む情報としていたが，再度検討した

結果，当該情報は「審査員，判定員，学識経験者等及び事務局員の

氏名」とは別の情報であると判断した。 

     当該情報については，「法５条１号本文前段に規定する個人に関

する情報であって，特定の個人を識別できるものであり，同号ただ

し書イに該当せず，また同号ただし書ロ及びハのいずれにも該当し

ないため不開示」としていたが，再度検討した結果，当該情報は事

業を営む個人の当該事業に関する情報であり，法５条１号本文前段

に規定する個人に関する情報に該当しないと判断したことから，不

開示理由を次のとおり変更する。 

     当該情報を公にすることにより，不利益処分を受けたにもかかわ

らず当該処分について不当であると判断した認定事業者が当該処分

の法的解釈等を当該弁護士に対して執拗に確認するおそれがあるこ
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とから，法５条２号イに該当する情報として不開示とした。 

  （ウ）法５条１号該当性について 

Ａ 審査員等の変更に係る「登録認定機関の登録の更新申請書の添

付書類の記載事項の変更届出書」に添付されている「略歴・研修

履歴」欄には，審査員及び学識経験者等の住所が記載されている。 

      また，役員の変更に係る「登録認定機関の登録の更新申請書の

添付書類の記載事項の変更届出書」に添付されている「履歴書」

下部には，ＦＡＸ番号及びＦＡＸ送信者名が印字されている。 

      理由説明書では，当該情報について「役員（特定法人のウェブ

サイトにおいて公にされている者を除く。），審査員，判定員，

学識経験者等及び事務局員の氏名・略歴及び履歴書の個人の印影，

写真及び記載事項（一部の本人希望記入欄，免許・資格，志望の

動機，配偶者及び配偶者の扶養の義務部分を除く。）」に含む情

報としていたが，再度検討した結果，一部不開示とした文書では，

当該情報が「役員（特定法人のウェブサイトにおいて公にされて

いる者を除く。），審査員，判定員，学識経験者等及び事務局員

の氏名・略歴及び履歴書の個人の印影，写真及び記載事項（一部

の本人希望記入欄，免許・資格，志望の動機，配偶者及び配偶者

の扶養の義務部分を除く。）」に含まれる情報かどうかは不明で

あることから，不開示理由を次のとおり説明する。 

      これらの情報は，法５条１号本文前段に規定する個人に関する

情報であって，特定の個人を識別できるものであり，同号ただし

書イに該当せず，また同号ただし書ロ及びハのいずれにも該当し

ないため不開示とした。 

Ｂ 「審査員・判定員・事務局員 任命にあたっての記録」の「確

認者：」右側記載事項には，研修事項の確認を行った事務局員の

氏名が記載されている。 

  理由説明書では，当該情報について「事務局員の氏名」に含む

情報としたが，再度検討した結果，一部不開示とした文書では，

当該情報が「事務局員の氏名」に含まれる情報かどうかは不明で

あることから，不開示理由について次のとおり説明する。 

  当該情報については，法５条１号本文前段に規定する個人に関

する情報であって，特定の個人を識別できるものであり，同号た

だし書イに該当せず，また同号ただし書ロ及びハのいずれにも該

当しないため不開示とした。 

  ウ 認定の取消し報告書（文書８） 

    法５条２号イ該当性について，当該文書の鑑にある「５ 当該取消

しの理由」欄には，当該事業者が取消し処分を受けた理由が記載され
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ている。 

    理由説明書では，当該情報について「理由（取消し）の詳細」に含

む情報としていたが，再度検討した結果，当該情報は「理由（取消

し）の詳細」の根拠となる情報であることから，不開示理由を次のと

おり説明する。 

    当該情報を公にすることにより，当該認定事業者が生産する有機農

産物等が不適切な方法で生産されているのではないかとの憶測を呼び，

当該認定事業者に対する信用低下を招き，その事業活動に不利益を与

え，競争上の地位その他正当な利益を害するおそれがあることから，

法５条２号イに該当する情報として不開示とした。 

第４ 調査審議の経過 

当審査会は，本件各諮問事件について，以下のとおり，併合し，調査審

議を行った。 

① 平成２９年１１月１０日  諮問の受理（平成２９年（行情）諮問

第４３４号及び同第４３５号） 

② 同日           諮問庁から理由説明書を収受（同上） 

③ 同月３０日        審議（同上） 

④ 同年１２月１１日      審査請求人から意見書１を収受（同上 

） 

⑤ 平成３０年１２月１３日  本件対象文書の見分及び審議（同上） 

⑥ 平成３１年１月９日    諮問庁から補充理由説明書を収受（同

上） 

⑦ 同月１０日        審議（同上） 

⑧ 同月２３日        審査請求人から意見書２を収受（同上 

） 

⑨ 同月３１日        審議（同上） 

⑩ 同年２月１５日      平成２９年（行情）諮問第４３４号及

び同第４３５号の併合並びに審議 

第５ 審査会の判断の理由 

１ 本件対象文書について 

本件各開示請求は，本件請求文書の開示を求めるものであり，処分庁は，

別紙１の３に掲げる文書１ないし文書３を特定し，その一部を法５条１号，

２号イ及び６号イに該当するとして不開示とする決定（原処分１）並びに

別紙１の３に掲げる文書４ないし文書８を特定し，その一部を同条１号及

び２号イに該当するとして不開示とし，別紙１の４に掲げる文書を保有し

ていないとして不開示とする決定（原処分２）を行った。 

これに対し，審査請求人は，原処分の取消しを求めているところ，諮問

庁は，補充理由説明書（上記第３の２）において，別紙３に掲げる部分を
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新たに開示することが相当であるとしているが，その余の部分については，

不開示理由に法５条２号イ及び６号柱書きを追加（同（１）ア（イ），イ

及びウ（イ））するとともに，不開示理由を同条２号イに変更（同（２）

イ（イ））した上で，なお不開示を維持すべきとしていることから，以下，

本件対象文書の見分結果を踏まえ，諮問庁がなお不開示とすべきとしてい

る部分（文書３及び文書８の不開示部分を除く。以下「本件不開示維持部

分」という。）の不開示情報該当性，文書３及び文書８につき，その存否

を明らかにすることにより同条各号の不開示情報を開示することとなると

して，本来，法８条の規定により，その存否を明らかにしないでこれを拒

否（存否応答拒否）すべきであったか並びに別紙１の４に掲げる文書の保

有の有無について検討する。 

２ 本件不開示維持部分の不開示情報該当性について 

（１）法５条１号及び２号イ該当性について 

  ア 別紙２の番号１及び６に掲げる部分には，特定法人に対する消費安

全技術センターによる定期的調査又は登録認定機関の登録の更新申請

に係る調査（以下，併せて「定期的調査等」という。）の対応に当た

った特定法人の役員又は職員の役職及び氏名が記載されていることが

認められる。 

  イ 特定法人の役員でない職員の役職及び氏名について 

（ア）当該部分は，法５条１号本文前段に規定する個人に関する情報で

あって，特定の個人を識別することができるものに該当すると認め

られる。そして，当該部分の同号ただし書該当性について検討する

と，法令の規定により又は慣行として公にされ，又は公にすること

が予定されている情報とは認められず，同号ただし書イに該当せず，

また，同号ただし書ロ及びハに該当すると認めるべき事情も存しな

い。さらに，当該部分は，個人識別部分に該当し，法６条２項によ

る部分開示の余地はない。 

（イ）したがって，当該部分は，法５条１号に該当し，同条２号イにつ

いて判断するまでもなく，不開示とすることが妥当である。 

ウ 特定法人の役員の役職及び氏名について 

（ア）当該部分は，法５条１号本文前段に規定する個人に関する情報で

あって，特定の個人を識別することができるものに該当すると認め

られる。 

（イ）そして，当該部分の法５条１号ただし書該当性について検討する

と，諮問庁は，補充理由説明書（上記第３の２（２）イ（ア）Ｂ）

において，文書５の不開示部分のうち，特定法人の役員の氏名につ

いては，法令の規定により公にすることが予定されている情報及び

慣行として公にされている情報であることから，新たに開示すると
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している。この点について，当審査会事務局職員をして，諮問庁に

対し，当該部分に記載された特定法人の役員の氏名等の公表状況を

確認させたところ，諮問庁は次のとおり説明する。 

Ａ 特定非営利活動促進法の一部を改正する法律（平成２８年法律

第７０号）による改正前の特定非営利活動促進法（平成１０年法

律第７号）２９条において，特定非営利活動法人は，毎事業年度

１回，前事業年度の事業報告書及び年間役員名簿（前事業年度に

おいて役員であったことがある者全員の氏名等を記載した名簿を

いう。）等（以下「事業報告書等」という。）を所轄庁に提出し

なければならない旨規定され，同法３０条では，所轄庁は事業報

告書等（過去３年間に提出を受けたものに限る。），役員名簿又

は定款等について，これを閲覧させ，又は謄写させなければなら

ない旨規定されている。 

Ｂ 上記Ａの規定を踏まえ，特定法人を監督する所轄庁に問い合わ

せたところ，本件開示請求時点において，当該部分に記載された

特定法人の役員の氏名等については，所轄庁のウェブサイト等に

より公表されていることを確認した。 

（ウ）そうすると，特定法人の役員の氏名等については，法令の規定に

より又は慣行として公にされ，又は公にすることが予定されている

情報であり，法５条１号ただし書イに該当するものと認められる。 

（エ）また，諮問庁は，特定法人の役員の氏名等について，補充理由説

明書（上記第３の２（１）ア（イ）Ａ）において，「法令の規定に

より公にすることが予定されている情報及び慣行として公にされて

いる情報が含まれているものの，どの対応者がどの調査に対応した

かを公にすることにより，特定法人の認定業務の適合性に疑いを持

つ者が当該調査に適切に対応していたかどうかを当該対応者に対し

て執拗に確認するおそれがある」とし，法５条２号イにも該当する

旨主張するが，既に開示されている部分（文書１のうち，登録認定

機関等事業所調査表の「調査日時」欄。）に記載された定期的調査

の実施日と役員名簿とを照合することにより，当時の役員が誰であ

るかは明らかであり，当該役員に対して定期的調査に関する問合せ

が可能であることから，これを公にしても，特定法人の権利，競争

上の地位その他正当な利益を害するおそれがあるとは認められない。 

（オ）したがって，別紙２の番号１に掲げる部分のうち，別紙４の番号

１ないし４に掲げる部分は，法５条１号及び２号イのいずれにも該

当せず，開示すべきである。 

（２）法５条１号該当性について 

ア 別紙２の番号１０，１２，１４，１６，１８，２１，２５，２６，
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３５，３６，３８，３９，４１，４２，４４，４５，４７ないし４９，

５１ないし５４，５９，６０，６２，６４，６５，６７ないし７０，

７２ないし７４，８１，８３ないし８５，８７，８８，９０ないし９

４，９６，９７，１０１及び１０２に掲げる部分 

（ア）当該部分には，特定法人の審査員，判定員，学識経験者等及び事

務局員等の職員並びに受付担当者及び確認者の氏名又は氏が記載さ

れていることが認められる。これらの情報は，法５条１号本文前段

に規定する個人に関する情報であって，特定の個人を識別すること

ができるものに該当すると認められる。 

（イ）そして，当該部分の法５条１号ただし書該当性について検討する

と，法令の規定により又は慣行として公にされ，又は公にすること

が予定されている情報とは認められず，同号ただし書イに該当せず，

また，同号ただし書ロ及びハに該当すると認めるべき事情も存しな

い。さらに，当該部分は，個人識別部分に該当し，法６条２項によ

る部分開示の余地はない。 

（ウ）したがって，当該部分は，法５条１号に該当し，不開示とするこ

とが妥当である。 

イ 別紙２の番号１３，１５，１７，２２，５０，６３，６６，７１，

８２，８６，８９及び９５に掲げる部分 

（ア）当該部分には，特定法人の審査員，判定員，学識経験者等及び事

務局員等の職員の学歴及び職歴等が記載されていることが認められ

る。これらの情報は，氏名と一体として，法５条１号本文前段に規

定する個人に関する情報であって，特定の個人を識別できるものに

該当すると認められる。 

（イ）そして，当該部分の法５条１号ただし書該当性について検討する

と，法令の規定により又は慣行として公にされ，又は公にすること

が予定されている情報とは認められず，同号ただし書イに該当せず，

また，同号ただし書ロ及びハに該当すると認めるべき事情も存しな

い。さらに，当該部分は，個人識別部分に該当し，法６条２項によ

る部分開示の余地はない。 

（ウ）したがって，当該部分は，法５条１号に該当し，不開示とするこ

とが妥当である。 

ウ 別紙２の番号１９に掲げる部分 

（ア）当該部分には，特定法人の役員の学歴及び職歴等が記載されてい

ることが認められる。これらの情報は，氏名と一体として，法５条

１号本文前段に規定する個人に関する情報であって，特定の個人を

識別できるものに該当すると認められる。 

（イ）そして，当該部分の法５条１号ただし書該当性について検討する
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と，法令の規定により又は慣行として公にされ，又は公にすること

が予定されている情報とは認められず，同号ただし書イに該当せず，

また，同号ただし書ロ及びハに該当すると認めるべき事情も存しな

い。さらに，当該部分は，個人識別部分に該当し，法６条２項によ

る部分開示の余地はない。 

（ウ）したがって，当該部分は，法５条１号に該当し，不開示とするこ

とが妥当である。 

エ 別紙２の番号２３に掲げる部分 

（ア）当該部分には，個人の印影が押印されており，法５条１号本文前

段に規定する個人に関する情報であって，特定の個人を識別するこ

とができるものに該当すると認められる。 

（イ）個人の印影については，これが押された文書の真正を示す認証的

機能を有する性質のものであるとともに，その固有の形状が特定の

個人を識別できる情報として意味を有しているというべきであり，

当該部分に係る一部の氏名が明らかにされているからといって，当

該印影を公表する慣行があるとは認められず，法５条１号ただし書

イに該当せず，また，同号ただし書ロ及びハに該当すると認めるべ

き事情も存しない。さらに，当該部分は，個人識別部分に該当し，

法６条２項による部分開示の余地はない。 

（ウ）したがって，当該部分は，法５条１号に該当し，不開示とするこ

とが妥当である。 

オ 別紙２の番号２４，４０，５５及び５７に掲げる部分 

（ア）当該部分には，特定法人の役員の履歴書に記載された生年月日，

住所及び電話番号等並びに学歴及び職歴等が記載されていることが

認められる。これらの情報は，氏名と一体として，法５条１号本文

前段に規定する個人に関する情報であって，特定の個人を識別でき

るものに該当すると認められる。 

（イ）そして，当該部分の法５条１号ただし書該当性について検討する

と，法令の規定により又は慣行として公にされ，又は公にすること

が予定されている情報とは認められず，同号ただし書イに該当せず，

また，同号ただし書ロ及びハに該当すると認めるべき事情も存しな

い。さらに，当該部分は，個人識別部分に該当し，法６条２項によ

る部分開示の余地はない。 

（ウ）したがって，当該部分は，法５条１号に該当し，不開示とするこ

とが妥当である。 

カ 別紙２の番号２７に掲げる部分 

（ア）当該部分には，特定法人の審査員及び学識経験者等の個人の住所

が記載されていることが認められる。これらの情報は，氏名と一体
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として，法５条１号本文前段に規定する個人に関する情報であって，

特定の個人を識別することができるものに該当すると認められる。 

（イ）そして，当該部分の法５条１号ただし書該当性について検討する

と，法令の規定により又は慣行として公にされ，又は公にすること

が予定されている情報とは認められず，同号ただし書イに該当せず，

また，同号ただし書ロ及びハに該当すると認めるべき事情も存しな

い。さらに，当該部分は，個人識別部分に該当し，法６条２項によ

る部分開示の余地はない。 

（ウ）したがって，当該部分は，法５条１号に該当し，不開示とするこ

とが妥当である。 

キ 別紙２の番号２８ないし３４，３７，４３，４６及び５８に掲げる

部分 

（ア）当該部分には，特定法人の審査員及び判定員の履歴書に記載され

た氏名，生年月日，住所及び電話番号等並びに学歴及び職歴等が記

載されていることが認められる。これらの情報は，氏名と一体とし

て，法５条１号本文前段に規定する個人に関する情報であって，特

定の個人を識別できるものに該当すると認められる。 

（イ）そして，当該部分の法５条１号ただし書該当性について検討する

と，法令の規定により又は慣行として公にされ，又は公にすること

が予定されている情報とは認められず，同号ただし書イに該当せず，

また，同号ただし書ロ及びハに該当すると認めるべき事情も存しな

い。さらに，当該部分は，個人識別部分に該当し，法６条２項によ

る部分開示の余地はない。 

（ウ）したがって，当該部分は，法５条１号に該当し，不開示とするこ

とが妥当である。 

ク 別紙２の番号５６に掲げる部分 

（ア）当該部分には，特定法人に対し，ＦＡＸにより履歴書を送信した

者の氏名及びＦＡＸ番号が記載されていることが認められる。これ

らの情報は，一体として，法５条１号本文前段に規定する個人に関

する情報であって，特定の個人を識別することができるものに該当

すると認められる。 

（イ）当該部分に記載されている情報については，原処分２において開

示されている当該履歴書の「氏名（ふりがな）」欄に記載された氏

名の者とは別人のものであり，法令の規定により又は慣行として公

にされ，又は公にすることが予定されている情報とは認められず，

法５条１号ただし書イに該当せず，また，同号ただし書ロ及びハに

該当すると認めるべき事情も存しない。さらに，当該部分は，個人

識別部分に該当し，法６条２項による部分開示の余地はない。 



 

 20 

（ウ）したがって，当該部分は，法５条１号に該当し，不開示とするこ

とが妥当である。 

ケ 別紙２の番号７５ないし８０及び９８ないし１００に掲げる部分 

（ア）当該部分には，特定法人の役員の履歴書に記載された氏名，生年

月日，住所及び電話番号等並びに学歴及び職歴等が記載されている

ことが認められる。これらの情報は，氏名と一体として，法５条１

号本文前段に規定する個人に関する情報であって，特定の個人を識

別できるものに該当すると認められる。 

（イ）そして，当該部分の法５条１号ただし書該当性について検討する

と，当該部分のうち，特定法人の役員の氏名については，諮問庁が

公表慣行があることから開示するとしているもの（上記第３の２

（２）イ（ア）Ｂ）と同一のものであるが，原処分において当該履

歴書の一部が開示されていることから，当該個人名を開示すると，

当該個人の履歴を開示するのと同様の結果となるため，これを開示

することができない。 

（ウ）さらに，当該部分のうち，特定法人の役員の氏名を除いた部分に

ついては，上記オと同様の理由により，法５条１号に該当すると認

められる。 

（エ）したがって，当該部分は，法５条１号に該当し，不開示とするこ

とが妥当である。 

（３）法５条２号該当性について 

ア 別紙２の番号３ないし５に掲げる部分 

   （ア）当該部分は，登録認定機関である特定法人に対し，消費安全技術

センターが実施した定期的調査の結果が記載されている「登録認定

機関等事業所調査表」の「調査事項」及びそれに対する「適・不

適」，「是正事項（要求内容・処置内容・判断）」及びそれに対す

る「適・不適」，「サンプリング状況」並びに「調査チーム所見」

の各欄の不開示部分であり，認定事業者に対して特定法人が行った

処置等の内容及びこれらの処置が登録基準に適合しているか否かの

消費安全技術センターの評価結果並びに登録基準に対する不適合事

項があった場合は，その内容，不適合事項に関する是正要求の内容，

是正処置の内容及びそれに対する消費安全技術センターの評価結果

を記載する部分であることが認められる。 

   （イ）当審査会事務局職員をして，諮問庁に対し，登録認定機関等事業

所調査表の記載事項等について確認させたところ，諮問庁は次のと

おり説明する。 

     Ａ 登録認定機関等事業所調査表には，消費安全技術センターが農

林水産省の意向を踏まえて定めた「登録認定機関及び登録外国
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認定機関の定期的調査細則」（平成１８年４月３日付け１８本

消技第２７号。以下「定期的調査細則」という。）に基づき，

消費安全技術センターが実施した定期的調査の評価結果等が記

載されており，登録基準に対する不適合事項があった場合は，

その内容，不適合事項に関する是正要求の内容及び是正処置の

内容等が記載されることとなる。 

     Ｂ 上記Ａの不適合事項が重大な不適合事項であった場合は，消費

安全技術センターは，速やかに農林水産省に報告することとな

っている。この場合，農林物資の規格化等に関する法律及び独

立行政法人農林水産消費安全技術センター法の一部を改正する

法律（平成２９年法律第７０号）による改正前の農林物資の規

格化等に関する法律（昭和２５年法律第１７５号。以下「旧Ｊ

ＡＳ法」という。）の規定に基づき，登録認定機関に対し，農

林水産大臣が適合命令，改善命令又は業務停止等の行政処分を

行うことがあり，その結果は，改正前の農林物資の規格化等に

関する法律に基づく不利益処分に係る処分基準及び公表の指針

（平成２７年４月１日付け農林水産省。現・日本農林規格等に

関する法律に基づく不利益処分に係る処分基準（平成３０年４

月１日付け農林水産省）。以下「処分基準等」という。）の定

めるところにより，農林水産省のウェブサイトで公表すること

としていることから，事業者や消費者はその内容を知ることで

登録認定機関の選択等の参考とすることが可能である。 

     Ｃ また，上記Ｂの重大な不適合事項に該当しない軽微な不適合事

項である場合は，消費安全技術センターが登録認定機関に対し

是正要求を行い，その結果を農林水産省に報告することとなっ

ている。このような軽微な不適合事項とは，必ずしも細部にお

いて登録基準に適合しているとはいえないものの容易に是正可

能な事項であり，消費安全技術センターが，当該登録認定機関

に対して是正要求を行い，適正に是正され登録基準を満たして

いることが確認されれば，適合とみなされるものである。この

ため，上記Ｂのような重大な不適合事項ではない限りにおいて

は，仮に軽微な不適合事項が確認された登録認定機関であって

も登録基準に適合した状態を維持しているものといえる。 

（ウ）そこで検討するに，当該部分を開示すると，登録認定機関たる特

定法人について，軽微な不適合事項（既に是正されたものを含

む。）があったにすぎない場合にも当該事実等を公にすることにな

り，特定法人が登録基準に適合していないかのような誤解を事業者

や消費者に与えるなど，特定法人の競争上の地位その他正当な利益
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が害されるおそれがあると認められる。  

（エ）したがって，当該部分は，法５条２号イに該当し，同条６号イに

ついて判断するまでもなく，不開示とすることが妥当である。 

   イ 別紙２の番号８及び９に掲げる部分 

（ア）当該部分は，登録認定機関である特定法人に対し，消費安全技術

センターが実施した登録認定機関の登録の更新申請に係る調査の結

果が記載されている「登録認定機関等技術上の調査表（更新）」の

「調査事項及び申請概要」及びそれに対する「適・不適」，「是正

事項（要求内容・処置内容・判断）」及びそれに対する「適・不

適」並びに「調査チーム所見」の各欄の不開示部分であり，平成２

５年度に特定法人に対して消費安全技術センターが実施した定期的

調査結果に加えて，特定法人の体制が登録基準に適合しているか否

かの消費安全技術センターの評価結果並びに登録基準に対する不適

合事項があった場合は，その内容，是正要求の内容及びそれに対す

る消費安全技術センターの評価結果を記載する部分であることが認

められる。 

（イ）当審査会事務局職員をして，諮問庁に対し，登録認定機関等技術

上の調査表（更新）の記載事項等について確認させたところ，諮問

庁は次のとおり説明する。 

Ａ 登録認定機関等技術上の調査表（更新）には，消費安全技術セ

ンターが農林水産省の意向を踏まえて定めた「登録認定機関及び

登録外国認定機関の技術上の調査細則」（平成１７年９月１日付

け１７本消技第７６３号）に基づき，消費安全技術センターが実

施した登録認定機関の登録の更新申請に係る調査の評価結果等が

記載されており，登録基準に対する不適合事項があった場合は，

その内容，不適合事項に関する是正要求の内容及び是正処置の内

容等が記載されることとなる。 

Ｂ 上記Ａの不適合事項を是正し，登録基準を満たしていることが

確認され，適合とみなされる場合は，消費安全技術センターは，

その旨を農林水産大臣に報告することとなっている。 

Ｃ 一方，上記Ａの不適合事項が是正されず，登録基準に適合しな

いと認められる場合も，消費安全技術センターは，その旨を農林

水産大臣に報告することとなっている。この場合，農林水産省は，

不適合事項を是正しない登録認定機関に対して是正指導（行政手

続法に定める行政指導。以下同じ。）を行い，それでも是正され

ない場合は，旧ＪＡＳ法の規定に基づき，当該登録認定機関に対

し，農林水産大臣が適合命令を行い，当該命令に従わない場合は，

登録認定機関の登録を取り消すとともに，登録の更新申請に係る
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審査を中止することとしているところ，農林水産大臣による適合

命令及び登録の取消しについては，上記ア（イ）Ｂと同様，農林

水産省のウェブサイトで公表することとしていることから，事業

者や消費者はその内容を知ることで登録認定機関の選択等の参考

とすることが可能である。 

（ウ）そこで検討するに，当該部分を開示すると，登録認定機関たる特

定法人について，登録基準に対する不適合事項があった場合，当該

不適合事項を是正した場合にも当該事実等を公にすることになり，

特定法人が登録基準に適合していないかのような誤解を事業者や消

費者に与えるなど，特定法人の競争上の地位その他正当な利益が害

されるおそれがあると認められる。  

（エ）したがって，当該部分は，法５条２号イに該当し，同条６号イに

ついて判断するまでもなく，不開示とすることが妥当である。 

  ウ 別紙２の番号１１，２０，１０３及び１０４に掲げる部分 

（ア）当該部分には，特定法人の印影が押印されており，これは特定法

人名を表象したものであると認められるところ，特定法人の印影は，

これが押された文書の記載事項の内容が真正なものであることを示

す認証的機能を有する性質のものであるとともに，これにふさわし

い形状のものであって，特定法人において，これを公にしているこ

とをうかがわせる事情も存しない。 

そうすると，これを公にした場合，偽造等により悪用されるなど，

特定法人の権利，競争上の地位その他正当な利益を害するおそれが

あると認められる。 

（イ）したがって，当該部分は，法５条２号イに該当し，不開示とする

ことが妥当である。 

エ 別紙２の番号６１に掲げる部分 

（ア）当該部分には，特定法人の法律顧問であった弁護士の氏名が記載

されていることが認められる。当該部分について，諮問庁は，補充

理由説明書（上記第３の２（２）イ（イ））において，法５条２号

イに該当する旨説明する。 

（イ）そこで，当該部分の法５条２号イ該当性について検討すると，当

該弁護士が特定法人の法律顧問であったという情報は，事業を営む

当該弁護士個人の当該事業に関する情報であり，これを公にすると，

当該弁護士が過去に特定法人と契約関係にあったものの，これが解

消されたこと等が明らかとなり，当該弁護士の取引関係，顧客確保

の面において，同業他者との競争上の地位その他正当な利益を害す

るおそれがあると認められる。 

（ウ）したがって，当該部分は，法５条２号イに該当し，不開示とする
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ことが妥当である。 

（４）法５条６号該当性について 

ア 別紙２の番号２及び７に掲げる部分には，特定法人に対する定期的

調査等の調査員である消費安全技術センターの職員の氏名が記載され

ていることが認められる。当該部分について，諮問庁は，補充理由説

明書（上記第３の２（１）ア（イ）Ｂ及びイ）において，法５条６号

柱書きにも該当する旨説明する。 

イ そこで，当該部分の法５条６号該当性について検討すると，消費安

全技術センターが実施する定期的調査等において不適合事項が認めら

れた場合，所要の手順を経た上で，農林水産大臣による行政処分を行

うことがある旨の下記３（１）イの諮問庁の説明を踏まえれば，当該

部分は，これを公にすると，消費安全技術センターの調査業務の適切

性に疑いを持つ者が定期的調査等を適切に実施していたかどうかを当

該職員に対して執拗に確認するなどして，消費安全技術センターが実

施する定期的調査等の適正な遂行に支障を及ぼすおそれがあると認め

られる。 

ウ したがって，当該部分は，法５条６号柱書きに該当し，同条１号に

ついて判断するまでもなく，不開示とすることが妥当である。 

３ 文書３及び文書８を存否応答拒否とすべきであったかについて 

（１）文書３について 

   ア 文書３は，登録認定機関である特定法人に対し，消費安全技術セン

ターが実施した定期的調査に係る臨時事業所調査（以下「臨時事業所

調査」という。）の結果に関する文書であり，臨時事業所調査に至っ

た経緯及び調査目的並びに調査事項及び是正事項等の内容が具体的に

記載されていることが認められる。 

そうすると，文書３の存否を答えることは，当該文書の内容から，

特定法人に対し，消費安全技術センターによる臨時事業所調査が行

われたという事実の有無（以下「本件存否情報１」という。）を明

らかにすることとなるものと認められる。 

   イ 当審査会事務局職員をして，諮問庁に対し，消費安全技術センター

による臨時事業所調査について確認させたところ，諮問庁は次のとお

り説明する。 

（ア）臨時事業所調査は，定期的調査結果又は他の調査結果の是正状況

の確認若しくは消費安全技術センターが入手した情報から認定業務

の実施体制が適正に維持されていることの確認の必要があると消費

安全技術センターが判断した場合に実施されるものである。 

（イ）臨時事業所調査において，認定業務に不適合事項が認められた場

合には，是正処置の要求が行われる。 
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（ウ）消費安全技術センターは，登録認定機関への是正要求の後６０日

を経過しても是正報告が提出されない又は適正に是正されていない

と判断されたときは，臨時事業所調査を完結し，当該登録認定機関

の不適合事項について農林水産省に報告することとされている。 

（エ）農林水産省は，消費安全技術センターから上記報告を受けた場合，

旧ＪＡＳ法２０条１項の規定に基づき，当該登録認定機関に対して

立入検査等を行うこととなる。 

（オ）上記（エ）の結果，農林水産大臣が当該登録認定機関に対して行

った是正指導の内容が，当該登録認定機関の違反行為が役職員の過

失によるものであることが明らかであり，行為自体の悪質性が低く，

登録認定業務その他の業務に影響を及ぼさない程度のものである場

合であって，適切な改善が図られているとき又は図られることが確

実なときなどを除き，処分基準等に定める不利益処分に係る処分基

準に該当する場合には，農林水産大臣は当該登録認定機関に対して

行政処分を行う。 

ウ そこで，当審査会において，諮問庁から提示を受けた定期的調査細

則，旧ＪＡＳ法及び処分基準等の内容を確認したところ，上記イの諮

問庁の説明のとおりであることが認められる。 

エ また，当審査会事務局職員をして，諮問庁に対し，消費安全技術セ

ンターによる臨時事業所調査の公表の有無について確認させたところ，

諮問庁は次のとおり説明する。 

（ア）消費安全技術センターにおいては，臨時事業所調査の実施や是正

処置の要求等に係る事実は公表されていない。 

（イ）農林水産省においては，処分基準等に定める公表の指針に基づき

行政処分の内容を公表しているところ，消費安全技術センターによ

る臨時事業所調査が行われたことをもって，その事実を公表した事

実はない。 

オ 処分基準等の内容は，上記エ（イ）のとおりであるから，旧ＪＡＳ

法の規定に基づく不利益処分ではない消費安全技術センターによる臨

時事業所調査の実施等に係る事実を公表した事実はない旨の諮問庁の

上記エの説明は首肯できる。 

カ さらに，当審査会事務局職員をして，農林水産省及び消費安全技術

センターのウェブサイトを確認させたところ，同省のウェブサイトに

おいて，旧ＪＡＳ法１７条の５第２項の規定に違反し，処分基準等に

定める不利益処分に係る処分基準に該当する登録認定機関に関して，

農林水産大臣が旧ＪＡＳ法１７条の１１の規定に基づく認定に関する

業務の改善及び旧ＪＡＳ法１７条の１２第２項１号の規定に基づく認

定に関する業務（取次業務を除く。）の停止を命じた行政処分の内容
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がプレスリリースにより公表されている事実は確認できたが，消費安

全技術センターが臨時事業所調査を実施したことをもって，その事実

が公表されている事実は認められなかった。 

キ 以上を踏まえて検討するに，登録認定機関が消費安全技術センター

による臨時事業所調査を受けた結果，不適合事項が確認され，消費安

全技術センターから当該登録認定機関への是正要求の後６０日を経過

しても是正報告が提出されない又は適正に是正されていないと判断さ

れたときは，臨時事業所調査を完結し，当該登録認定機関の不適合事

項について農林水産省に報告され，同省において立入検査等を行うこ

ととなるが，当該登録認定機関が処分基準等に定める不利益処分に係

る処分基準に該当せず，行政処分の対象とはならないこともあるので

あり，本件存否情報１を公にした場合，特定法人に対して消費安全技

術センターが行った臨時事業所調査に係る具体的な情報の有無が明ら

かとなることにより，特定法人の業務実施能力等に対して疑いが生じ，

特定法人が旧ＪＡＳ法に違反する不適切な業務を行っているのではな

いかとの憶測を呼び，いわゆる風評被害が発生するなど，特定法人の

社会的信用を低下させ，既に特定法人から認定事業者の認定を受けて

いる事業者が特定法人の認定を受けることをやめ，特定法人以外の登

録認定機関の認定を受け直したり，その他の業務に支障が出るなど，

特定法人の権利，競争上の地位その他正当な利益を害するおそれがあ

ると認められることから，本件存否情報１は，法５条２号イの不開示

情報に該当する。 

（２）文書８について 

  ア 文書８は，登録認定機関である特定法人から認定事業者の認定を受

けていた特定事業者の当該認定の取消しに関する文書であり，特定事

業者が特定法人から当該認定の取消しを受けた理由の詳細等が具体的

に記載されていることが認められる。 

そうすると，文書８の存否を答えることは，当該文書の内容から，

特定法人から認定事業者の認定を受けていた特定事業者の当該認定

が取り消されたという事実の有無（以下「本件存否情報２」とい

う。）を明らかにすることとなるものと認められる。 

   イ 当審査会事務局職員をして，諮問庁に対し，登録認定機関による認

定事業者の認定の取消し等について確認させたところ，諮問庁は次の

とおり説明する。 

（ア）認定事業者の認定の取消しについては，農林物資の規格化等に関

する法律施行規則（平成２９年農林水産省令第５０号）による改正

前の農林物資の規格化等に関する法律施行規則（昭和２５年農林省

令第６２号。以下「旧ＪＡＳ法施行規則」という。）４６条１項３
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号に定めるいずれかの条件に該当した場合に行われ，旧ＪＡＳ法施

行規則４７条４項の規定に基づき，当該取消しを受けた事業者を認

定していた登録認定機関から農林水産大臣に対して報告されるもの

である。 

（イ）なお，認定事業者である事業者が自らの意思で格付に関する業務

を廃止する場合については，当該事業者は，当該業務の認定を受け

ている登録認定機関に対して，当該業務の廃止に係る届出を行い，

当該届出を受けた登録認定機関においては，旧ＪＡＳ法施行規則４

７条３項の規定に基づき，農林水産大臣に対して当該業務の廃止の

報告をすることとされている。 

ウ 当審査会において，諮問庁から旧ＪＡＳ法施行規則の提示を受けて

確認したところ，旧ＪＡＳ法施行規則４６条１項４号ニの規定によれ

ば，認定の取消しをしたときは，遅滞なく，所定の事項を事務所にお

いて公衆の閲覧に供するほか，インターネットの利用その他適切な方

法により所定の事項の提供をすることとされていることから，当審査

会事務局職員に諮問庁をして特定法人に対し，認定事業者の認定を受

けていた特定事業者の当該認定の取消しに係る公表方法等について確

認させたところ，諮問庁は，特定事業者の当該認定の取消しに関する

事項については，特定法人の事務所において公衆の閲覧に供し，また，

特定法人のウェブサイトに掲載することにより，同号ホ（３）の規定

に基づき，認定の取消しをする日から１年を経過する日までの間，情

報提供を行っていた旨説明する。そこで，当審査会事務局職員をして

特定法人のウェブサイトを確認させたところ，特定事業者の当該認定

の取消しに関する事項については，既に削除され，掲載されていない

ことが確認された。 

そうすると，文書８に係る開示請求が行われた平成２９年３月３０

日時点では，上記の情報提供が終了してから２年以上経過しており，

時の経過により，開示請求時においては，本件存否情報２は，もは

や現に公にされていた情報とは認められない。 

エ 以上を踏まえて検討するに，本件存否情報２については，上記ウの

とおり，もはや現に公にされていた情報とは認められず，本件存否情

報２を公にした場合，特定法人から認定事業者の認定を受けていた特

定事業者の当該認定の取消しに係る具体的な情報の有無が明らかとな

ることにより，特定事業者の認定事業者としての業務に対して疑いが

生じ，特定事業者の生産する有機農産物等が不適切な方法で生産され

ているのではないかといった憶測を呼び，いわゆる風評被害が発生す

るなど，特定事業者の社会的信用を低下させ，事業活動に支障を来す

など，特定事業者の権利，競争上の地位その他正当な利益を害するお
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それがあると認められることから，本件存否情報２は，法５条２号イ

の不開示情報に該当する。 

（３）以上を踏まえると，文書３及び文書８が存在しているか否かを答える

だけで，法５条２号イの不開示情報を開示することとなるため，本来，

法８条の規定により開示請求を拒否して不開示とすべきであったものと

認められるが，処分庁は，原処分において，文書３及び文書８の存否を

明らかにしてしまっており，このような場合においては，原処分を取り

消して改めて存否応答拒否とする意義はない。 

したがって，文書３及び文書８の一部を不開示としたことは，結論に

おいて妥当といわざるを得ない。 

４ 別紙１の４に掲げる文書の保有の有無について 

（１）当審査会事務局職員をして，諮問庁に対し，別紙１の４に掲げる文書

の保有の有無について改めて確認させたところ，諮問庁は次のとおり説

明する。 

ア 旧ＪＡＳ法の定めるところにより，登録認定機関が事業者の認定を

したときは，当該登録認定機関は，旧ＪＡＳ法１７条の５第３項の規

定に基づき，旧ＪＡＳ法施行規則４７条に定める事項を記載した認定

報告書を，当該事業者を認定したときに一度だけ農林水産大臣に提出

することとされている。 

イ 特定事業者が登録認定機関である特定法人から認定事業者として認

定されたのは平成１９年４月１日であり，当該認定に係る認定報告書

については，同月，特定法人から農林水産大臣に提出されている。 

   ウ 請求文書２は，２０１０（平成２２）年１月１日以降の文書に限定

されているところ，同日から請求文書２に係る開示請求時点までの間

に，特定法人から特定事業者に係る当該報告書が農林水産大臣に提出

された事実はない。 

（２）当審査会において，諮問庁から旧ＪＡＳ法及び旧ＪＡＳ法施行規則並

びに特定事業者に係る認定報告書の写しの提示を受けて確認したところ，

別紙１の４に掲げる文書を保有していない旨の諮問庁の上記（１）の説

明に不自然，不合理な点は認められず，これを否定するに足りる事情も

認められない。 

    したがって，農林水産省において別紙１の４に掲げる文書を保有して

いるとは認められない。 

５ 審査請求人のその他の主張について 

審査請求人のその他の主張は，当審査会の上記判断を左右するものでは

ない。 

６ 付言 

（１）開示請求に対して特定した文書の取扱いについて 
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  ア 当審査会が諮問庁に対し，情報公開・個人情報保護審査会設置法

（平成１５年法律第６０号）９条１項の規定に基づき，開示決定等に

係る行政文書（以下「インカメラ文書」という。）の提示を求め，こ

れを受けて，諮問庁が当審査会に提示したインカメラ文書に記載され

ている内容について，当審査会事務局職員をして，諮問庁が本件各諮

問事件の諮問書に添付した開示実施文書に記載されている内容との照

合をさせたところ，文書３の開示実施文書（以下「本件開示実施文

書」という。）には記載がないにもかかわらず，文書３のインカメラ

文書（以下「本件インカメラ文書」という。）には記載がされている

部分が認められた。 

イ この点について，当審査会事務局職員をして，諮問庁に確認させた

ところ，諮問庁は次のとおり説明する。 

（ア）処分庁が原処分を行うに当たって，本件対象文書の開示・不開示

の判断をする際に利用することを目的として本件各開示請求時点で

特定した本件対象文書の複写を作成し保有していたものであるが，

本件インカメラ文書の作成に際しても当該複写を利用したものであ

る。 

（イ）当時の農林水産省の担当者（以下「農林水産省担当者」とい

う。）に確認したところ，文書３は消費安全技術センター理事長か

ら農林水産省食料産業局食品製造課長宛ての文書であるが，農林水

産省担当者が同文書の内容について消費安全技術センターの担当者

に問合せをするためのメモ書きとして，文書３の原本に温度変化に

より色が変わるインクを使用した筆記具により記載したのであり，

本来，当該問合せ終了後に消去されるべき記載であったにもかかわ

らず，消去されないまま保存されており，文書３の特定後，原処分

１を行うまでの間に農林水産省担当者が文書３の原本から消去した

とのことであった。 

ウ 当審査会において，本件開示実施文書には記載がないにもかかわら

ず，本件インカメラ文書には記載がされている部分（文書３の原本か

ら農林水産省担当者が消去した部分）の内容を確認したところ，その

記載内容からすると，農林水産省担当者が消費安全技術センターの担

当者に問合せをするためのメモ書きであったとする上記イの諮問庁の

説明を否定することまではできない。 

しかしながら，開示請求に対する文書の特定は，開示請求時点で保

存されている文書を特定するのだから，特定した文書に記載されて

いる情報がメモ書きであったとしても，処分庁は開示請求時点にお

いて特定した文書により開示・不開示を判断すべきであり，今般，

文書３の特定後，原処分１を行うまでの間に農林水産省担当者が文
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書３の原本に記載されていたメモ書きを消去したことは，文書の取

扱いに関して注意を怠っていたといわざるを得ない。 

エ したがって，原処分１は，法３条の趣旨に照らし，適切さを欠くも

のであり，処分庁においては，今後の対応において，上記の点につき

留意すべきである。 

（２）原処分２の開示の実施について 

原処分２の開示の実施について，当審査会事務局職員をして，諮問庁

に確認させたところ，諮問庁は，処分庁において，原処分２の開示の実

施を行った後，開示請求者（審査請求人）とのやり取りを重ねる中で，

文書７のうち，２４消安第２４６２号の一部の文書につき，これを開示

する決定を行ったにもかかわらず，開示実施に当たり，開示請求者から

写しの交付を求められた際，当該文書の写しを交付していないことが明

らかとなったことから，開示請求者に対し，改めて当該文書の写しの交

付をする用意がある旨を連絡したが，当該文書の写しの交付の求めはな

かったとのことであった。 

    処分庁においては，今後，開示の実施を行う際は，開示の実施前に改

めて特定した文書の内容を確認するなど，より適切な対応が望まれる。 

（３）諮問後の対応について 

本件各諮問事件については，諮問庁から各理由説明書の提出を受けた

後に，当審査会が審議するに当たって確認が必要であった事実関係等に

係る追加的な説明を多数回にわたり求めたところ，個々の部分における

不開示理由の主張に不整合等が見られるなど，的確な説明が行われず，

当審査会の審議に多大な支障を生じさせる状況が見られた。 

   諮問庁においては，今後，当審査会に諮問した事件につき，当審査会

における迅速かつ的確な調査審議及び判断ができるよう，適切な対応が

強く望まれる。 

７ 本件各一部開示決定の妥当性について 

   以上のことから，本件対象文書の一部を法５条１号，２号イ及び６号イ

に該当するとして不開示とし，別紙１の４に掲げる文書を保有していない

として不開示とした各決定について，諮問庁が本件対象文書の一部を同条

１号，２号イ並びに６号柱書き及びイに該当することからなお不開示とす

べきとしていることについては，文書３及び文書８の一部を不開示とした

ことは結論において妥当であり，別紙１の４に掲げる文書を保有していな

いとして不開示としたことは妥当であり，諮問庁がなお不開示とすべきと

する部分のうち，別紙４に掲げる部分を除く部分は，同条１号，２号イ及

び６号柱書きに該当すると認められるので，同号イについて判断するまで

もなく，不開示としたことは妥当であるが，別紙４に掲げる部分は，同条

１号及び２号イのいずれにも該当せず，開示すべきであると判断した。 
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（第４部会） 

委員 山名 学，委員 常岡孝好，委員 中曽根玲子 
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別紙１ 

 

１ 本件請求文書 

請求文書１ ２０１０年１月１日以降，有機登録認定機関である特定法人に

関する独立行政法人農林水産消費安全センターによる調査，是正

に関する報告や関連する文書などの資料 

請求文書２ ２０１０年１月１日以降，有機登録認定機関である特定法人か

らの報告などの文書・資料 

 

２ 請求文書２の開示請求に関して，農林水産省の担当者が開示請求者に対し，

文書の特定のため電話で確認した当該開示請求に係る請求文書の内容 

  登録認定機関の①登録・更新申請書，②添付書類の変更届出書，③業務規

程の変更届出書，④事業所の変更届，⑤特定事業者に関する認定報告書及び

認定取消報告書 

 

３ 本件対象文書 

文書１ 「登録認定機関の定期的調査の結果について」（２３消安第５３６

２号，２４消安第６３４２号，２５消安第５２７９号，２６消安第３

７０９号，２８食産第５９５０号） 

文書２ 「調査報告書」（２５消安第５９１８号） 

文書３ 「登録認定機関の臨時事業所調査の結果について」（２８食産第５

９６７号） 

文書４ 「登録認定機関登録の更新申請書」（２５消安第２９５１号） 

文書５ 「登録認定機関の登録の更新申請書の添付書類の記載事項の変更届

出書」（２３消安第２４１７号，２３消安第２４１８号，２３消安第

２６８１号，２３消安第３９７１号，２３消安第６０１５号，２４消

安第５８６号，２４消安第３６７０号，２４消安第５４２３号，２４

消安第５８８４号，２４消安第５８８５号，２５消安第１０８４号，

２６消安第５５４号，２６消安第２４０７号，２６消安第４８５９号，

２６消安第６２１１号，２７消安第２４１０号，２７消安第２９４１

号，２７食産第３５７４号，２７食産第４４８５号，２７食産第５２

９０号，２８食産第３５６号，２８食産第３５７号，２８食産第１７

２６号，２８食産第３９２４号） 

文書６ 「登録認定機関の事業所の変更届出書」（２６消安第５８８４号） 

文書７ 「登録認定機関の業務規程変更届出書」（２４消安第５８７号，２

４消安第２４６２号，２５消安第６０３１号，２６消安第９３５号，

２６消安第４７１５号，２６消安第５８８３号，２７消安第２１３６

号，２７食産第５０５４号，２８食産第３９２５号） 
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文書８ 「認定の取消し報告書」（２６消安第５５８号） 

 

４ 認定報告書
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別紙２（本件不開示維持部分） 

 

番号 文書名 不開示維持部分 不開示理由 不開示条項 

（法５条） 

１ 文書１ ２ページ目，１０ページ目，２

１ページ目，３１ページ目及び

４１ページ目の「対応者役職氏

名」欄の記載内容（別紙３の番

号１及び２に掲げる部分を除

く。） 

１（１）ア

（ア）Ａ 

２（１）ア

（イ）Ａ 

１号及び２

号イ 

２ ２ページ目，１０ページ目，２

１ページ目，３１ページ目及び

４１ページ目の「調査員（セン

ター）」欄の氏名 

１（１）ア

（ア）Ａ 

２（１）ア

（イ）Ｂ 

１号及び６

号柱書き 

３ ２ページ目ないし８ページ目，

１０ページ目ないし１９ページ

目，２１ページ目ないし２９ペ

ージ目，３１ページ目ないし３

９ページ目及び４１ページ目な

いし５０ページ目の「調査事

項」欄の記載内容の一部及びそ

れに対する「適・不適」欄の記

載内容並びに「是正事項（要求

内容・処置内容・判断）」欄の

記 載 内 容 及 び そ れ に 対 す る

「適・不適」欄の記載内容 

１（１）ア

（ア）Ｂ 

２号イ及び

６号イ 

４ ８ページ目，１９ページ目，２

９ページ目，３９ページ目及び

５０ページ目の「サンプリング

状況」欄の記載内容の一部 

２（１）ア

（ウ） 

同上 

５ ８ページ目，１９ページ目，２

９ページ目，３９ページ目及び

５０ページ目の「調査チーム所

見」欄の記載内容 

１（１）ア

（ア）Ｂ 

同上 

６ 文書２ ２ページ目の「対応者役職氏

名」欄の記載内容 

１（１）ア

（イ）Ａ 

１号 
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７ ２ページ目の「調査員（センタ

ー）」欄の氏名 

１（１）ア

（イ）Ａ 

２（１）イ 

１号及び６

号柱書き 

８ ２ページ目ないし６ページ目の

「調査事項及び申請概要」欄の

記載内容の一部及びそれに対す

る「適・不適」欄の記載内容並

びに「是正事項（要求内容・処

置内容・判断）」欄の記載内容

及びそれに対する「適・不適」

欄の記載内容 

１（１）ア

（イ）Ｂ 

２号イ及び

６号イ 

９ ６ページ目の「調査チーム所

見」欄の記載内容 

同上 同上 

１０ ７ページ目の「氏名」欄の氏名 １（１）ア

（イ）Ｃ 

１号 

１１ 文書４ １ページ目の特定法人の印影 １（１）イ

（ア） 

２号イ 

１２ 

 

１５ページ目ないし１７ページ

目の「氏名」欄の氏名 

１（１）イ

（イ） 

１号 

１３ １５ページ目及び１６ページ目

の「略歴」欄の記載内容並びに

１７ページ目の「略歴」欄の記

載内容の一部 

同上 同上 

１４ 

 

１８ページ目ないし２０ページ

目の「氏名」欄の氏名 

同上 同上 

１５ 

 

１８ページ目及び１９ページ目

の「略歴」欄の記載内容の一部

並びに２０ページ目の「略歴」

欄の記載内容 

同上 同上 

１６ ２１ページ目，２２ページ目，

２４ページ目及び２５ページ目

の審査員の氏名又は氏 

同上 同上 

１７ ２１ページ目及び２４ページ目

の「備考」欄の記載内容の一部 

同上 

 

同上 

１８ ９０ページ目の受付担当者及び

審査員の氏名 

１（１）イ

（イ） 

同上 
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２（２）ア

（イ）Ａ 

１９ １０９ページ目及び１１０ペー

ジ目の「略歴」欄の記載内容 

１（１）イ

（イ） 

２（２）ア

（イ）Ｂ 

同上 

２０ 文書５ １ページ目，３ページ目，８ペ

ージ目，２４ページ目，２８ペ

ージ目，３０ページ目，３３ペ

ージ目，３７ページ目，４２ペ

ージ目，４５ページ目，４７ペ

ージ目，５８ページ目，６２ペ

ージ目，６６ページ目，７２ペ

ージ目，８０ページ目，８８ペ

ージ目，９２ページ目，９６ペ

ージ目，１０４ページ目，１０

８ページ目，１１５ページ目，

１１８ページ目及び１２２ペー

ジ目の特定法人の印影 

１（１）イ

（ア） 

２号イ 

２１ １ページ目及び２ページ目の

「氏名」欄の氏名 

１（１）イ

（イ） 

１号 

２２ ２ページ目の「略歴」欄の記載

内容 

同上 同上 

２３ ５ページ目，７ページ目，１４

ページ目，１６ページ目，２０

ページ目，２３ページ目，２６

ページ目及び３２ページ目の個

人の印影 

同上 同上 

２４ ５ページ目ないし７ページ目の

履歴書の「氏名（ふりがな）」

欄の直下の１行目以降全て 

同上 同上 

２５ ８ページ目の本文の審査員，判

定員及び学識経験者等の氏名 

同上 同上 

２６ ８ページ目ないし１１ページ目

の「氏名」欄の氏名 

同上 同上 

２７ ９ページ目ないし１１ページ目

の「略歴・研修履歴」欄に記載

１（１）イ

（イ） 

同上 
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された住所 ２（２）イ

（ウ）Ａ 

２８ １３ページ目の履歴書の「氏名

（ ふ り が な ） 」 ， 「 生 年 月

日」，「住所」，「電話」，

「ＦＡＸ」，「携帯電話」，

「メール」，「学歴，指導・検

査・試験研究の実務経験歴」及

び「職歴（農業歴，飲食料品の

製造・加工歴含む）」の各欄の

記載内容 

１（１）イ

（イ） 

 

同上 

２９ １４ページ目の履歴書の「氏名

（ ふ り が な ） 」 ， 「 生 年 月

日 」 ， 「 現 住 所 （ ふ り が

な ） 」 ， 「 電 話 」 ， 「 Ｆ Ａ

Ｘ」，「学歴」及び「指導・検

査・試験研究の実務経験歴」の

各欄の記載内容並びに１５ペー

ジ目の「農業歴又は飲食料品の

製造・加工歴」及び「本人希望

記入欄」の各欄の記載内容 

同上 同上 

３０ １６ページ目の履歴書の「氏名

（ ふ り が な ） 」 ， 「 生 年 月

日」，「現住所（ふりがな・

〒）」，「電話」，「学歴」及

び「指導・検査・試験研究の実

務経験歴」の各欄の記載内容並

びに１７ページ目の「農業歴又

は飲食料品の製造・加工歴」欄

の記載内容 

同上 同上 

３１ １８ページ目の履歴書の「氏名

（ ふ り が な ） 」 ， 「 生 年 月

日 」 ， 「 現 住 所 （ ふ り が

な ） 」 ， 「 電 話 」 ， 「 Ｆ Ａ

Ｘ」，「電話」，「学歴」及び

「指導・検査・試験研究の実務

経験歴」の各欄の記載内容並び

同上 同上 
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に１９ページ目の「農業歴又は

飲食料品の製造・加工歴」欄の

記載内容 

３２ ２０ページ目の履歴書の「氏名

（ ふ り が な ） 」 ， 「 生 年 月

日」，「現住所（ふりがな・

〒 ） 」 ， 「 電 話 」 ， 「 Ｆ Ａ

Ｘ」，「学歴」及び「指導・検

査・試験研究の実務経験歴」の

各欄の記載内容並びに２１ペー

ジ目の「農業歴又は飲食料品の

製造・加工歴」欄の記載内容 

同上                   同上 

３３ ２２ページ目の履歴書の「氏名

（ ふ り が な ） 」 ， 「 生 年 月

日」，「住所」，「電話」，

「ＦＡＸ」，「携帯電話」，

「メール」，「学歴，指導・検

査・試験研究の実務経験歴」，

「職歴（農業歴，飲食料品の製

造・加工歴含む）」及び「本人

希望記入欄」の各欄の記載内容 

同上 同上 

３４ ２３ページ目の履歴書の「氏名

（ ふ り が な ） 」 ， 「 生 年 月

日 」 ， 「 現 住 所 （ ふ り が

な ） 」 ， 「 電 話 」 ， 「 Ｆ Ａ

Ｘ」，「携帯電話」，「メー

ル」，「学歴，指導・検査・試

験研究の実務経験歴」及び「農

業歴又は飲食料品の製造・加工

歴」の各欄の記載内容 

同上 同上 

３５ ２４ページ目の本文の審査員の

氏名 

同上 同上 

３６ ２４ページ目及び２５ページ目

の「氏名」欄の氏名 

同上 同上 

３７ ２６ページ目の履歴書の「氏名

（ ふ り が な ） 」 ， 「 生 年 月

日 」 ， 「 現 住 所 （ ふ り が

同上 同上 
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な ） 」 ， 「 電 話 」 ， 「 Ｆ Ａ

Ｘ」，「電話」，「学歴」及び

「指導・検査・試験研究の実務

経験歴」の各欄の記載内容並び

に２７ページ目の「農業歴又は

飲食料品の製造・加工歴」及び

「本人希望記入欄」の各欄の記

載内容 

３８ ２８ページ目の本文の審査員及

び学識経験者等の氏名 

同上 同上 

３９ ２８ページ目及び２９ページ目

の「氏名」欄の氏名 

同上 同上 

４０ ３２ページ目の履歴書の「氏名

（ふりがな）」欄の直下の１行

目以降全て 

同上 同上 

４１ ３３ページ目の本文及び３５ペ

ージ目の審査員の氏名 

同上 同上 

４２ ３３ページ目及び３４ページ目

の「氏名」欄の氏名 

同上 同上 

４３ ３６ページ目の履歴書の「氏名

（ ふ り が な ） 」 ， 「 生 年 月

日」，「住所」，「電話」，

「ＦＡＸ」，「携帯電話」，

「メール」，「学歴，指導・検

査・試験研究の実務経験歴」，

「職歴（農業歴，飲食料品の製

造・加工歴含む）」及び「本人

希望記入欄」の各欄の記載内容 

同上 同上 

４４ ３７ページ目の本文の審査員の

氏名 

同上 同上 

４５ ３７ページ目及び３８ページ目

の「氏名」欄の氏名 

同上 同上 

４６ ３９ページ目の履歴書の「氏名

（ ふ り が な ） 」 ， 「 生 年 月

日 」 ， 「 現 住 所 （ ふ り が

な ） 」 ， 「 電 話 」 ， 「 Ｆ Ａ

Ｘ」，「電話」，「学歴」及び

同上 同上 
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「指導・検査・試験研究の実務

経験歴」の各欄の記載内容並び

に４０ページ目の「農業歴又は

飲食料品の製造・加工歴」欄の

記載内容 

４７ ４１ページ目の審査員の氏名 同上 同上 

４８ ４２ページ目の本文の判定員，

学識経験者等及び事務局員等の

職員の氏名 

同上 同上 

４９ ４２ページ目ないし４４ページ

目の「氏名」欄の氏名 

同上 同上 

５０ ４４ページ目の「略歴」欄の記

載内容の一部 

同上 同上 

５１ ４５ページ目の本文の事務局員

等の職員の氏名 

同上 同上 

５２ ４５ページ目の「氏名」欄の氏

名 

同上 同上 

５３ ４８ページ目の本文の審査員の

氏名 

同上 同上 

５４ ４８ページ目の３３行目及び３

４行目並びに４９ページ目の

「氏名」欄の氏名 

同上 同上 

５５ ５１ページ目の履歴書の「氏名

（ふりがな）」欄の直下の１行

目以降全て（番号５６の部分を

除く。） 

同上 同上 

５６ ５１ページ目の履歴書の最終行

目に記載されたＦＡＸ送信者の

氏名及びＦＡＸ番号 

１（１）イ

（イ） 

２（２）イ

（ウ）Ａ 

同上 

５７ ５２ページ目ないし５４ページ

目の履歴書の「氏名（ふりが

な）」欄の直下の１行目以降全

て 

１（１）イ

（イ） 

 

同上 

５８ ５５ページ目の履歴書の「氏名

（ ふ り が な ） 」 ， 「 生 年 月

日」，「現住所（ふりがな・

同上 同上 
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〒）」，「電話」及び「学歴・

職歴」の各欄の記載内容 

５９ ５７ページ目の審査員の氏名 同上 同上 

６０ ５８ページ目の本文の審査員，

判定員，学識経験者等及び事務

局員等の職員の氏名 

同上 

 

同上 

６１ ５８ページ目の本文の法律顧問

の氏名 

２（２）イ

（イ） 

２号イ 

 

６２ ５８ページ目ないし６１ページ

目の「氏名」欄の氏名 

１（１）イ

（イ） 

１号 

６３ ６１ページ目の「略歴」欄の記

載内容の一部 

同上 同上 

６４ ６２ページ目の本文の判定員の

氏名 

同上 同上 

６５ ６２ページ目ないし６９ページ

目の「氏名」欄の氏名 

同上 同上 

６６ ６３ページ目ないし６５ページ

目及び６８ページ目の「略歴」

欄の記載内容の一部 

同上 同上 

６７ ６６ページ目の本文の審査員及

び判定員の氏名 

同上 同上 

６８ ７０ページ目の審査員の氏名及

び７１ページ目の審査員の氏 

同上 同上 

６９ ７２ページ目の本文の審査員及

び事務局員の氏名 

同上 同上 

７０ ７２ページ目ないし７５ページ

目の「氏名」欄の氏名 

同上 同上 

７１ ７４ページ目及び７５ページ目

の「略歴」欄の記載内容の一部 

同上 同上 

７２ ７６ページ目及び７７ページ目

の審査員の氏名 

同上 同上 

７３ ７８ページ目及び７９ページ目

の事務局員の氏名 

同上 同上 

７４ ７９ページ目の確認者の氏名 １（１）イ

（イ） 

２（２）イ

（ウ）Ｂ 

同上 
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７５ ８２ページ目の履歴書の「氏名

（ ふ り が な ） 」 ， 「 生 年 月

日」，「住所（〒）」，「電

話」，「ＦＡＸ」，「携帯電

話」，「メール」，「学歴，指

導・検査・試験研究の実務経験

歴」及び「職歴（農業歴，飲食

料品の製造・加工歴含む）」の

各欄の記載内容 

１（１）イ

（イ） 

 

同上 

７６ ８３ページ目の履歴書の「氏名

（ ふ り が な ） 」 ， 「 生 年 月

日」，「住所（〒）」，「電

話」，「ＦＡＸ」，「携帯電

話」，「メール」，「学歴，指

導・検査・試験研究の実務経験

歴」，「職歴（農業歴，飲食料

品の製造・加工歴含む）」及び

「本人希望記入欄」の各欄の記

載内容 

同上 同上 

７７ ８４ページ目の履歴書の「氏名

（ ふ り が な ） 」 ， 「 生 年 月

日」，「住所（〒）」，「携帯

電話」，「メール」，「学歴，

指導・検査・試験研究の実務経

験歴」，「職歴（農業歴，飲食

料品の製造・加工歴含む）」及

び「本人希望記入欄」の各欄の

記載内容 

同上 同上 

７８ ８５ページ目の履歴書の「氏名

（ ふ り が な ） 」 ， 「 生 年 月

日」，「住所（〒）」，「電

話」，「ＦＡＸ」，「携帯電

話」，「メール」，「学歴，指

導・検査・試験研究の実務経験

歴」，「職歴（農業歴，飲食料

品の製造・加工歴含む）」及び

「本人希望記入欄」の各欄の記

同上 同上 
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載内容 

７９ ８６ページ目の履歴書の「氏名

（ ふ り が な ） 」 ， 「 生 年 月

日」，「住所（〒）」，「電

話」，「ＦＡＸ」，「携帯電

話」，「学歴，指導・検査・試

験研究の実務経験歴」及び「職

歴（農業歴，飲食料品の製造・

加工歴含む）」の各欄の記載内

容 

同上 同上 

８０ ８７ページ目の履歴書の「氏名

（ ふ り が な ） 」 ， 「 生 年 月

日」，「住所（〒）」，「電

話」，「ＦＡＸ」，「携帯電

話」，「メール」，「学歴，指

導・検査・試験研究の実務経験

歴」及び「職歴（農業歴，飲食

料品の製造・加工歴含む）」の

各欄の記載内容 

同上 同上 

８１ ８８ページ目ないし９５ページ

目の「氏名」欄の氏名 

同上 同上 

８２ ９１ページ目及び９４ページ目

の「略歴」欄の記載内容の一部 

同上 同上 

８３ ９６ページ目の本文の判定員，

学識経験者等及び事務局員の氏

名 

同上 同上 

８４ ９６ページ目ないし９９ページ

目の「氏名」欄の氏名 

同上 同上 

８５ １００ページ目の判定員及び審

査員の氏名 

同上 

 

同上 

８６ １００ページ目の「備考」欄の

記載内容 

同上 

 

同上 

８７ １０１ページ目の判定員の氏 同上 同上 

８８ １０２ページ目の判定員及び審

査員の氏名 

同上 同上 

８９ １０２ページ目の「備考」欄の

記載内容 

同上 

 

同上 
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９０ １０３ページ目の判定員の氏 同上 同上 

９１ １０４ページ目の本文の審査員

の氏名 

同上 同上 

９２ １０４ページ目ないし１０７ペ

ージ目の「氏名」欄の氏名 

同上 同上 

９３ １０８ページ目の本文の事務局

員の氏名 

同上 

 

同上 

９４ １０８ページ目ないし１１１ペ

ージ目の「氏名」欄の氏名 

同上 同上 

９５ １１１ページ目の「略歴」欄の

記載内容の一部 

同上 同上 

９６ １１２ページ目及び１１３ペー

ジ目の事務局員の氏名 

同上 同上 

９７ １１３ページ目の確認者の氏名 １（１）イ

（イ） 

２（２）イ

（ウ）Ｂ 

同上 

９８ １１７ページ目の履歴書の「氏

名（ふりがな）」，「生年月

日」，「住所」，「電話」，

「ＦＡＸ」，「携帯電話」，

「学歴，指導・検査・試験研究

の実務経験歴」及び「職歴（農

業歴，飲食料品の製造・加工歴

含む）」の各欄の記載内容 

１（１）イ

（イ） 

同上 

９９ １２０ページ目の履歴書の「氏

名（ふりがな）」，「生年月

日」，「住所（〒）」，「電

話」，「ＦＡＸ」，「携帯電

話」，「メール」，「学歴，指

導・検査・試験研究の実務経験

歴」及び「職歴（農業歴，飲食

料品の製造・加工歴含む）」の

各欄の記載内容並びに「免許・

資格」欄に記載された登録番号 

同上 同上 

１ ０

０ 

１２１ページ目の履歴書の「氏

名（ふりがな）」，「生年月

同上 同上 
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日」，「住所（〒）」，「携帯

電話」，「メール」，「学歴，

指導・検査・試験研究の実務経

験歴」及び「職歴（農業歴，飲

食料品の製造・加工歴含む）」

の各欄の記載内容 

１ ０

１ 

１２２ページ目の本文の審査員

及び学識経験者等の氏名 

同上 同上 

１ ０

２ 

１２２ページ目ないし１２５ペ

ージ目の「氏名」欄の氏名 

同上 同上 

１ ０

３ 

文書６ １ページ目の特定法人の印影 １（１）イ

（ア） 

２号イ 

１ ０

４ 

文書７ １ページ目，１９ページ目，６

８ページ目，１２１ページ目，

１４０ページ目，１４９ページ

目，１７０ページ目，１７２ペ

ージ目及び２８２ページ目の特

定法人の印影 

同上 同上 

（注１）上表は，「第３ 諮問庁の説明の要旨」の「１ 理由説明書」に掲げ

る不開示理由の説明及び「２ 補充理由説明書」に掲げる不開示理由の

補充説明並びに開示実施文書及び諮問庁が当審査会に提示した開示決定

等に係る行政文書の記載内容に基づき，当審査会事務局職員をして作成

した。 

（注２）本件対象文書にはページ番号は付されていないが，上表においては，

各文書の１枚目から順にページ番号を付した（白紙のページを除く。）

ものを「ページ」として記載している。 

（注３）本件対象文書の行数については，枠線は数えず，空白の行を数えない。 

（注４）上表の「不開示理由」欄の番号等は，「第３ 諮問庁の説明の要旨」

における段落番号を示している。 
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別紙３（諮問庁が開示することが相当とする部分） 

 

番号 文書名 ページ 開示することが相当とする部分 

１ 文書１ ３１ 「対応者役職氏名」欄の１行目最終文字

目，２行目最終文字目及び４行目 

２ ４１ 「対応者役職氏名」欄の１行目最終文字

目，３行目最終文字目，６行目７文字目な

いし９文字目，７行目１文字目及び２文字

目並びに８行目 

３ 文書４ ２１ 「記録」欄の事業者名の不開示部分 

４ 文書５ ５７及び７０ 「記録」欄の事業者名の不開示部分 

５ ８０ 理事の氏名 

６ ８１ 理事及び監事の氏名 

７ １００ 「記録」欄の事業者名の不開示部分 

８ 議事録作成の不開示部分 

９ １０２ 「記録」欄の事業者名の不開示部分 

１０ １１５ 理事の氏名 

１１ １１６ 理事及び監事の氏名 

１２ １１８ 理事の氏名 

１３ １１９ 理事及び監事の氏名 

（注）本件対象文書にはページ番号は付されていないが，上表においては，各

文書の１枚目から順にページ番号を付した（白紙のページを除く。）もの

を「ページ」として記載している。 
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別紙４（開示すべき部分） 

 

番号 文書名 ページ 開示すべき部分 

１ 文書１ ２及び１０ 「対応者役職氏名」欄の１行目 

２ ２１ 「対応者役職氏名」欄の１行目及び２行目 

３ ３１ 「対応者役職氏名」欄の１行目及び２行目

の不開示部分 

４ ４１ 「対応者役職氏名」欄の１行目ないし３行

目の不開示部分 

（注）本件対象文書にはページ番号は付されていないが，上表においては，文

書の１枚目から順にページ番号を付した（白紙のページを除く。）ものを

「ページ」として記載している。 


